
教育政策課

総務・総合調整担当
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番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

A6
教育行政企画費 教育費 事務局費 教育行政企画費

地方教育行政の組織及び運営に関する法律 宣言項目   

分野施策   

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 △648 △648 342

現計額 990 990

令和 2年度予算見積調書(2月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

教育総
務費

事 業
期 間

昭和46年度～ 根 拠
法 令

　「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づ
き、教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況
について点検評価を実施するとともに、総合教教育会議
を実施する。
　また、本県教育委員会と国や各都道府県教育委員会が
相互に情報交換等を行い教育行政の推進を図る。

（１）教育委員会の事務の点検評価(会議運営) 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △267千円
（２）教育委員会の事務の点検評価(報告書作成)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △140千円
（３）総合教育会議運営費　　　　　　　　 △149千円
（４）全国都道府県教育長協議会第1部会経費 △92千円

（１）事業内容
　　ア　教育委員会事務の点検評価(会議運営)　　　 323千円
　　　　「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき学識経験者を活用し、点検・評価を実施
　　イ　教育委員会事務の点検評価(報告書作成)　   165千円
　　　　点検評価結果について報告書を作成し、議会へ報告するとともに、公表
　　ウ　総合教育会議運営費　　　　　　　　　　   410千円　
　　　　「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき総合教育会議を実施
　　エ　全国都道府県教育長協議会第1部会経費　　　 92千円
　　
（２）事業計画
　　ア　令和2年度
　　　(ｱ)　点検評価
　　　　 　4月～8月：教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況について点検評価を実施
　　　　　 　 9月～：9月定例会へ報告、公表
　　　(ｲ)　総合教育会議
　　　　　 通年：総合教育会議を3回実施
　　　(ｳ)　全国都道府県教育長協議会
　　　　　 通年: 全国都道府県教育長協議会研究会議、総会等への出席、国への要望等の実施　　
　　イ　令和3年度以降
　　　(ｱ)　令和2年度の取組を引き続き実施　
　
（３）事業効果
　　ア　点検評価の結果を今後の施策推進に生かすとともに、結果の公表により、県民への説明責任を果たしている。
    イ　総合教育会議を通じて、知事と教育委員会の一層の連携を図り、教育行政の更なる充実を図ることができる。
　　ウ　全国都道府県教育長協議会を通じて、国や各都道府県との情報交換等を行うことで、教育行政を推進している。

（４）補正予算の概要
　　　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、会議の中止や会議の実施方法変更等による減額。

 （県10/10）

　普通交付税(単位費用)
　(区分)その他の教育費　(細目)総務調査費
　(細節)総務調査費

　9,500千円×1.1人＝10,450千円

補正後の
予算額

― 教育局 A6 ―
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